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1.は じめ に

男女共同参画社会の実現は今や 目木の掲 げる重要課題の一つであるが、実際の企業の現場では女性の

活躍はまだまだ制限 されているのが現状である。一方、ここ数十年における日本人の勤労意識の変化 は

著 しく、なかでも既婚女性の就労に対する人々の考え方は、かつての 「専業主婦礼賛」から一転 して、「仕

事と家庭の両立志向1へ 大きくシフ トしてきている1。ここにきて女性の生 き方が多様化 し、女性が生涯

を通 じて働くことがより自然な姿として受け止められ るようになってきたにもかかわらず、肝心の企業

組織の側 は女性の本格活用に十分な対処ができない状態にある。 このなか、企業内の女性活用の促進を

はかるべく、改正均等法のなかに初めてアファーマティブアクシ ョン2に関する記述が盛 り込まれ、組織

内の差別の除去と公正 な女性活用を実現するための積極的施策を自ら行 う企業に対 し、政府が指導的援

助を行 ってい く動きがでてきた3。

このよ うに政府主導の一応の支援体制が敷かれたことで向か うべき方向性は示されたといえるが、残

念なが らこれまでのところ、 日本企業の間でアファーマティブアクション(以 下は、Mと 表記す る)の

輸が広がってきたとは言い難い。これには、AAが 現段階では法的に義務づけられていないことが影響 し

ているもの と思われるが、何よりも根本的な問題 として、機会均等の推進が企業の業績向上に どれほど

効果をもたらすのか、その実態を具体的数値で表すこ とができない点があげられる。特に今 日のよ うな

長引く不況下にあって、効果の 「あいまい さ」はあえて企業が組織改革の実施を決意するまでの納得性

☆短期大学専任講師

1牧 田(2000)14 -19頁

2アファ一行 イブ アクションとは
、f人 種 ・民 族 的 マ イ ノ リテ ィー 、女 性 お よび その 他 の歴 史 的 に 差別 を うけ て きた 集 団 につ い て 、 そ の機 会 を増

進す るた めに 行 うあ らゆ る積 極 的 努 力 」(t"JH(1996))を さす 。 なお 、本 論 文 で は 女性 を対 象 と したアファーマティブアクションにつ い て論 究 す る。
3改 正法 弟20条 に 記 され た

。 本 論 文 でい う 「アファーマテtプアクション」 は 「ホ'ジテ1プアクション」 と同 義 で あ る。
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を欠 く要因であると考えられる。

その点、AA先 進国のアメリカではどうなのか。アメ リカでは法的な強制力が行使 され、連邦政府 と契

約を結ぶ企業に関 しては、それを遂行することは必然であるとい う状況がある4。しか し、単に法的圧力

だけが理由で多くの企業がAAへ の取 り組みをつづけているとは考えにくい。む しろそこには企業 として

看過できないAA推 進による効果が何 らかの形で存在すると考えられ る。これまで日本では、『アメリカに

おけるAAの 効果が どのような形で評価されているのかについて、まとまった研究報告が行われることは

なかった。 しかし、少子化の進展や高齢化社会の到来に伴い女性活用の重要性がますます高まるなか、

これか らの 日本企業にとってAAの もたらす効果やそれに関連 した知識は極めて有益な情報 となることは

まちがいない。そ して、それ らの知識を もとに、日本企業独自のAAの あり方、従業員のニーズをたくみ

に取 り入れた制度設定を考えていく必要がある。

そこで、本論文は、先行するアメリカ企業におけるAA活 動に関する研究成果をもとに、企業が女性の

積極活用によって得 られるメリッ トについて考 えてい く。まず、人々が抱くAAに 対する評価や施策のも

つ具体的効果について、アメリカでの最近の研究動向の調査 ・分析を行い、AAの 効果に関するい くつか

の議論を検証する。次に、現段階でAAに 取 り組んでいる日本の先進企業の実態を調査 し、これ らの企業

がAA導 入にあたって期待する効果、さらには、活動の結果 としてすでに顕在化 している効果を明 らかに

するとともに、アメ リカ研究で得られた仮説 と日本の事例 との問の比較検討を行 うこととする。最後に、

これによって、未 だ活動に着手 していない他の 日本企業が、今後効果的な制度設定 ・運営を行 う際に、

重要な道標となるべき指針を提示することを試みる。

2.ア ファーマテ ィブアクシ ョンの効果をめ ぐるアメ リカにおける研究動向

AAに 関してはアメリカでは馨 しい数の研究がなされてお り、本稿で取 り上げるAAの 効果に関する研究

に限ってみても、実に様々な学問分野からのアプローチが成されている。まず、経営学に関わる領域 と

しては、組織行動論や人的資源管理の視点か ら、人々がAAに 対 し好意的態度を示すには、個々人のもつ

いかなる要素が影響を与えうるのかを解明する研究5、企業の業績向上につながるような望ましいAAの 推

進策とそれによる組織内変化のあ り方を問 う研究な どが行われている6。また、経済学の領域からはAAが

もた らしうるマクロ的な経済効果を測定する研究7、社会政策の面からはMに よって雇用環境がいかに改

善されるかその効果 を問 う研究S、法学からはMの 法的な公正性を問 う研究9な どその内容 も多岐に亘っ

4tllJII(1996)

EKravitz&Platania
.(1993)

Parker,eta1、(1997)
ePearse&Zrebiec(1997)PP .43-49

組 織 の 多様 性{diversity)を 図 りMが 適 切 に行 わ れ た 場 合 は 、組 織 内の 人 間 関 係 ・協 力 関 係 が 促進 され 長 期 的{こみ て 企 業の 業 績 が 向

上 す る とい う。
'1{
olzer&Neumark.(1999)で は 、3200人 の 企 業 経営 者 に対 し調 査 を行 った 結 果 、 企 業 が 費用 をか け てMを 行 った と し て も何 ら労 働 生

産 性 に悪 影 響 を与 え る こ とはな く、A,Al[よ っ て企 業 の 効 率 が低 下 す る との 批 判 論 はあ た らな い とい う見解 を展 開 して い る
.Si

㎜s(Eds.)(1995)
sCarringtoneta1 .(200⑰)
9NeSmnan(1989)
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てお り、それ ぞれ が効率性 、経 済性 、福祉、倫理性 とい った独 自の論理 的根拠に基 きなが らMの 有効性

を説い ているlo。

ここでは あ くまで も経営学 に関連す る分野 に しぼ って言及す るが 、筆者 の知 る限 りでは、 これ まで の

研究 でAAの 効果その ものを具体的数 値で測定す るよ うな試 みは行 われ ていない。 勿論、なかには効果 自

体 を否 定す るもの11、 また、アメ リカにおい てはすで にMの 効果 は十分発揮 され てお り、 もはや これ以

上の施 策は不要で ある とす る研究12も 見 られ る。 とはい え、大半の見方はMの さらな る展開を支持 して

お り、その効果 につ いて も様 々な観 点か らプ ラスの要素 が指摘 され ている。

まず 、 その一つ として、Littleetal.(1998)は 、AAに よって組織 のダイバーシテ ィー(多 様性)が

高ま り、企 業は顧 客や従業員のニーズ に合 ったよ り的確 な対応が とれ るよ うになる ことをあげてい る13。

この こ とはま さに、AAに よって生み 出 され るダイバー シテ ィー一・一効果 を示 してい る。つ ま りは、企業 内に

女性 の存 在感 が増す ことに よ り、 これ まで組 織 を支配 してい た男性 中心論理 が改 められ 、複雑 化 した消

費者 ・顧 客心理 に も応 えられ るよ うな柔 軟な発想 が新 たに 社内に育 まれて い くもの と思 われ る。少子'・

高齢化 社会の到来、経 済の ソフ ト化 に伴 う女性労働 力の重 要性 を鑑 みて も、ダイバー シテ ィー への流れ

は不可避 であ り、今 後企業は、AAを 通 して女性 が働 きやす い職 場環 境 を創 出 し、男性 と区別 な く能力 を

発揮 で きる社内システムを構築す るよ う注 力 して い くこ とが必要 とな ろ う。

次に 、2つ 目の効果 として、AAに よる組織 の活性化 と競争 力の向上の効果が あげ られ る。 この ことは

様々な 視点か ら述べ られてい るが、た とえば、AAは 組織 内の意思決定プ ロセ スを円滑 に し、組織 の創造

性 を高 め るこ とで さらな るイ ノベー シ ョンを可能 とし、結果 と して企業の競争力 を強 化 し うる ことが指

摘 され ている14。また、Schwartz(1989)は 企 業の競争力 に関連 して 、AAは 労働者 の仕事 に対す る不満 を

解消 し怠 業率 を低 下 させ る効果 を もち、 これ に よ り企業の 生産性 が 向上す る可能 性が ある ことを示 して

い る15。こ うした効果 に関する議 論は、何 も女性 の積極 的活用にのみ焦点が絞 られ ているわけではな く、

今 もア メ リカ社会に根 深い問題 を残 す人種差別 への対応 も含 あた ところの議 論で あるこ とは言 うまで も

ない。AA施 策 の もと、女性 をは じめ人種的マ イノ リテ ィーの人々に も白人男性 と同等 の処遇 ・活用 の道

が拓 かれ 、組 織 内に性 別、 人種 、文化 の ダイバ ー シテ ィー が創 出 され るこ とに よって組織 に これ まで に

ない活 力が与え られ る とい うのであ る、 このよ うに、アメ リカにおけ る研究 ではAAと 組織 のダイバーシ

テ ィー は密接 な関連 を もつ もの と捉 え られ 、AAの 施 策を通 して多様 性の高い組織 をつ くって こそ、企 業

は グロー バル な競争に打 ち勝つ ことが できる と論ず る もの もある16。

1:Mの も つ 有効 性 を説 く もの ば かDで は な く
、 逆 差 別 を招 く悪 制 度 と して そ の 弊害 を指 摘 す る論 文 も見 られ る。(Ileilruan(1994))

IIHeilmaneta1 .(1992)他 、Mを 企 業 に とっ てマ イ ナ ス の施 策 で あ る と して批 判 す る論 文 も少 な か らず 存 在 す る。 そ れ らは議 論 の前

提 と して 、Mと ク ォー タ ー制(割 り当 て制)と を同 … の もの と捉 え、Mが 本 来重 視す べ き社 員 個 人 の能 力 を軽 視 し、 属性 に よ っ て人 材

登 用 を 決 定 す る誤 ま った 制 度 であ る と位 置 づ け る。 こ う して 組織 内 に逆 差 別 が起 り、これ に よっ て人 材 活 用 の有 効 性 が 損 なわ れ 、企 業

は 無駄 な 人 件 費や 時 間 的 ロス をか か え 競争 力 を失 っ てい く とい う。
2Shenhav(1992)に よれ ば

、女 性 や マ イ ノ リテ ィー の 人 々 は企 業 内 で 同等 の 能 力 を持 つ 白 人 男性 に 比 べ よ り有利 な 昇進 機 会 を与 え られ

(お り、 か え っ て恵 まれ た 立場 に あ る とい う。
3Littleetal .(1998)
,Thomas(1990)

、Coxeta1.(1991)
5Schwartz(tg89)

eScott&Little{1991)
、Lynn{1991>

他 に も、Mが 財 務上 の 利 益 を向 上 させ 、企 業 の競 争 力 を高 め る こ とを 強 調す る研 究 も あ る。(Wrjghtetal.(1995))

-143一



第40巻 第1号2001年10月:

3つ 目の効果は、Mに よる企業の リクルーティング効果である。AAの 実施はその企業への就職希望者

の質量に良い影響を与え うると考えられ る17。なかでもM施 策から直接的メ リッ トを受ける女性やマイ

ノリティーの人々に関 して、選 りす ぐった人材が当該企業への就職 を希望することが.予想 され、企業は .

才能あふれる人材の確保が可能となる18。

次に、4つ 目として、AAの 推進による企業イメージの向上により、消費者や取引先企業などか ら好感

をもたれ積極的な購買行動を引き起 こす効果があげられる。「AAは 企業にとっても社会にとっても利益

をもたらす手段である19」 と言われるように、AAに 積極的に取り組む企業は、十分な社会性や倫理性を

有す る確固たる経営理念に裏打ちされた企業 として高い評価を受け、これによって潜在的な顧客開拓を

可能 とする。欧米では、かつてより社会的公正性の高い企業を選別 し、それ らの提供する製品やサー ビ

スだけを選んで購入するよう消費者 に呼びかける運動が定着している20。また、昨今、欧米では女性が経

営の最高責任者 を務める企業が増加 してお り、そ うした企業が女性活用に前向きな企業に高い信頼をお

き、それ らを取引先 として好んで選ぶケースも少なくない とい う。こうした意味でAAの 推進は消費者の

みならず、取引先企業か らも好感をえる効果があると考えられる。

さらに、5つ 目の効果は、'AAの 実施に真摯に取 り組む企業に対する表彰制度に関わる効果だが、表彰

を受 けた企 業は株価 が上昇 し、経済的効果 を享受す ることができる とい うものである。Wrightet

aL(1995)は 、多 くの投資家はAAが 価値ある施策であ り企業に様々な経済的効果を与えるものと理解 し

てお り、AA推 進に積極的な企業の株は高値で取 り引きされる可能性が高いことを示唆 している。また、

このことは近年取 りざたされている「社会的責任投資」(S・ciallyResp・nsibleInvestment:SRI)21の 動

きにも呼応するものである。SRIは アメリカで始まった新 しい投資手法で、投資家が倫理的価値観に則 り、

人々の生活、環境、社会に対 し十分な責任を果た している企業だけを選択 して投資を行 うものである
。

これによって、個人は金融上の利得のみならず社会的問題の解決に対 しても影響力を行使することがで

きる仕組み となっている。この点か らも、企業のAAへ の取 り組みが表彰を通 じ広 く社会に認知 され るこ

とは、投資家か らの高評価 をもたらし、企業の株価対策に有効な手だて となることが考え られるのであ

る。

以上のようにAAか ら想定 される5っ の効果を示 したが、経営学的視点からのM研 究には、'これ ら効

果の存在は前提 としつつ、それ らが実際の組織成員にどのように捉え られているのか、効果に対する人々

の認識 と組織内の様々な要素との関連を究明 しようとい う流れ もある。 この種の研究で取 り上げ られる

主要なテーマ としては、人々のAAに 対する好意的評価は何によって導かれ るかを問 うものがあげられる
。

勿論、これにはAAの もた らす組織的効果は成員個々の好意的評価があってこそ顕在化するとい う前提が

uH・lzar&N・u・
Park(200e)、a'・ight。t。1.(1995)

19Cox&Blake(1gg1)

leLittleetal
、(1998)

toた と え ば
・1989年 以 来 「翻 麟 度 評 齢 」(Th・C・uncil・nEc。n…i・P・i。ri・ ・。,ICEP)カ ・らrよ 順 い 世 界 の た め の シ

。 ッ ピ

i鍵耀難鰹竃難繍灘 灘灘灘雛曇
21HuttonetaL〈1998)
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おかれてお り、その うえでその評価がいかなる要因の影響 を受 けるか を探 り出す試みが行われ る。具体

的には、個人個人の属性、つま りは性別やジェンダー、人種の違い といった人口統計学的要素 とMへ の

評価との関係を検証す るもの、あるいは、AAに 関する予備知識のあり方(法 的にもともと良いイメージ

を持っていた、または、逆差別の元凶として偏見 をもっていた)や 、舩 から制度上直接的なメリットを

受ける者 か否か とい った、人々の もつ条件の違いによってその評価 に差異が生 じるかを検証す るものな

ど、心理学的手法を用いた様々な実証研究が行われている。そ して、 これ らの研究のなかか ら、Mに 対

する評価 と何 らかの相 関関係が認め られ る要因をい くつか指摘することができる22。たとえば、1)AA

に対 しては男女で評価の仕方が違い、女性のほ うが男性 より良い評価を下す傾向があること23、2)AA

の役割をより重視す るのは、その制度によって昇進など具体的な利益を受けるであろ うグループに属す

る人々であることが多い24、さらに、3)も ともとMに 偏見を持 っている人は、自社のMに 対 しても批判

的態度を示す ことが多い、などの結果が報告 されている。

たとえば、 この種の研究で代表的なもの として、KraΨitz&Platania(1993)が あげ られる。彼 らは、

調査対象者 に大学生を選定 し25、①AAか ら想定される具体的施策に対する認識、②その認識 とMに 対す

る評価 ・態度 との相関関係、③AAの 制度上の対象者(女 性、マイノリティ■'一一、身障者)か 否かによる反

応の違い、④ ジェンダー、人種の違いに よる①②③の結果についての検証を行った。その結果、女性は

男性に比べて全般的 にAAを 高く評価 していることが判明 した。また、女性 は、自らをターゲッ トとしな

い施策(マ イ ノリティーや障害者向けの施策)に 対 しても男性以上に高い支持を寄せていることがわか

った。 いくつかの研究で明 らかなように、AAに 対 し女子感を抱 くのは、往々にしてその施策によって自身

が有利 となる場合であることが指摘 されている26。しか し、ここでの結果はそれに反 し、他者の利益を容

認す る形 となって表れてお り2T、女性がよりりベ ラルな立場で組織内の差別問題に対処 している姿勢が伺

える。 また、この研究では、アメリカにおけるAA推 進上の問題点として、人々のMに 対するイメージ

が採用時のクオーター制や不適格者をむ りや り昇格 させるといったネガティブなものに固定 されがちで

ある点があげられた28。こうした認識はま さに誤解が原因で生 じたものといえるが、人々が潜在的に抱 く

AAへ の認識がAAに 対す る評価 ・態度に大 きな影響を与えてくることは確かであり、その意味で人々がAA

にいかなる認識 をもっているか正確に知ることは重要であるといえる。

22た だ し
、厳 密 に 言 え ば 現 段 階 で 、AAへ の 評 価 と 明 らか な相 関 関 係 が ある と認 め られ る 要 素 は 特 定 され てお らず 、 ほ とん どの 研究 に

共 通す る 統 一 酌 見 解 は得 られ て い な い。 た とえ ば 、性 差 に関 して は 多 くの 場 合 、 男 性 よ り女 性 の ほ うがMに 対 して好 意 的 態 度 で あ る

との 結 果 が で て い る が、 い くっ か の 研 究 では 、そ れ ほ ど性 差 の 影 響 が 見 られ なか った り(Eberhardt&Fiske(1994))、 か え って 女性 の

ほ うがMに 否 定 的 との 結 果 が 出 され た も の(↑ougas&Beaton(1993))も あ る。
23そ の例 と して

、Kravitz&Platania(1993)や 、 カ ナ ダ の 研 究 で は あ る が 、Tougaseta1.(1991)な どが あ る。

当 ファーマテ1プアクションに 対 す る評 価 が 、施 策 に よ っ て得 られ るで あ ろ う調 査 対 象者 自身 の利 益 「self-interestjlこ 影 響 を受 け る こ とが これ

まで の 研 究 で 指 摘 され て い る。

Kluegel&Smith(1983)、Jacobson(1985}、Triandisetal.(1993)
!S企 業 の 従業 員 で は な くあ え て学 生 を調 査 対 象 者 にあ げ る理 由 と して

、 ア メ リカ で は ジ ョブ ・イ ンタ ー ン シ ップ に よ っ て在 学 中に相 応

な職 場 経 験 を 積 む 学 生が 多 く、彼 らに とっ て 企 業 のア7アーマテtプアクション は十 分 な じみ の あ る事 柄 であ る点 が 指 摘 で き る。
28注24を 参 照 の こ と

。 アフf－マティプ アクションに対 す る評 価 が 、施 策 に よ っ て得 られ る で あ ろ う調 査 対 象者 自身 の 利 益 「self-interest」 に

影 響 を受 け る こ とが これ ま で の 研 究 で 指 摘 され て い る。(Kluegel&Smith(1983),Jacobson(i985),)
2TSmith&Kluegel(1984)に よれ ば

、 これ はrcooperativeself-interest]の 概念 で捉 え られ 、 他 の 被 差 別集 団 が組 織 内で 差 別解 消 へ

の後 押 しを受 け る こ とに よ っ て 、自 らの グル ー プ も結 果的 に 差 別 除 去 へ の よ り よい 環境 を手 に入 れ る こ とが で き る とい う考 え方 を さす 。
乏sこ の こ とは

、 次 の 論 者 に よ っ て も指 摘 され てい る。Johnson(1990).Kluegel(1985),

Kluege)&Smith(1986)、Vei1玉eux&Tougas(1989)
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3.日 本 におけるアファー マテ ィブアクシ ョン推進企業の実態

今、日本企業のなかでAAに 取 り組む企業は、どんな効果を期待 して活動を行っているのか、ここでは、

AA効 果に対する評価の実態を知ることを中心課題 とする。その うえで、前章であげたアメリカでのAA効

果に関す る研究成果 と1]本企業における施策効果 との比較を行い、AAの もっ現実的な効果の側面 と理念

的側面とをあわせて検討 してい く。'

1)ア ファー マ テ ィブア クシ ョンを推進す る 日本企業

現段階で、AAに 積極的に取 り組んでいるH本 企業はご く限 られた数であると推定され るが、 ここで

は一般に公表 されそいる範囲で具体名が記 されている企業をいくつか紹介する。

まず、厚生労働省がAAへ の取 り組みに熱心な企業に対 し、改正均等法の施行以来(平 成Il年 度 よ

り)毎 年、「均等推進企業表彰」29を行 っているeこ れは、広く企業に対 してAAの 浸透を呼びかける活

動で、男女雇用機会均等法が公布 された昭和60年6月ll1を 記念 して毎年6月 に表彰が行 われている。

ちなみにこの3年 間で、厚生労働大臣努力賞14社 、都道府県労働局長賞96社 が選定 された。(図 表1と

図表2に そσ)一覧を掲載する。)'

図表1:厚 生労働大 臣努力賞受賞企 業一覧

平成11年 度 平成12年 度 平成13年 度
(株)藤 崎(宮 城 ・小売り) ジャスコ(株)(千 葉 ・小 売 り) ケーイーエフ(株)(干 葉 ・製 造)

日本旧M(株 パ東京 ・製造) (株)資 生堂(東京 ・製造) 旭化成(株)(東京 ・製造)
(株)有 隣堂(神 奈川 ・小売 り) 金沢信用金庫(石 川 ・金融) 松下電器産 業(株)(大 阪 ・製造)
未来工業(株)(岐 阜 ・製造) 三笠運輸(株)(静 岡 ・運輸)

森本配管(株)(京 都 ・設備工)

(株)阿 波銀行(徳 島 ・金融)

(株)琉 球銀行(沖 縄 ・金融)

図表2:都 道府県労働局長賞受賞企業一覧

〈株)飯 田電子製作所(石川・製造)

福 ワコール

)カ インズ(

)(

2e均 等推進企業とは
、①女性労働者の能力発揮を促進 し、その活用を図るため女性の採用や職域の拡大,登用、長期育成、母性保護等に積極的に取 り組ん
でおり、その取り組み姿勢が評価できること、②女性が能力発揮しやすい職場環境 ・風土を持っていること

、③雇麗 麗搬 において
・男女均等椒 り扱いが図られていることの3つ の基準から蹴 される.な かでもその努加 ・麟 で他の蹴 ともなる

ぺき企業に対してはf労 働大臣努力賞」(平成13年 度からは厚生労働大臣努力賞)が
、特に努力している企業には 「女性少年室長賞

」(平 成12年 度からは都道府県労働局長賞)が 贈られている。
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福井県労働金庫(福 井・金融) (株)ノ リダケカンバ'二一リミテット'(愛 知 ・製 造) 長野信用金庫(長 野・金融)
甲府信用金庫(山 梨・金融) 井村屋製菓(株)(三 重・製造) (株)文藻堂(岐 阜・製造)
セイコーエプソン(株)(長 野 ・製造) (株)びわこ銀行(滋 賀・金融) (株)松 坂屋(愛 知 ・小 売り)

(株)駿河銀行{静岡・金融) 宝酒造(株)(京都・製造) (株)百五銀行(三重・金融)
ソニー幸 田(株)(愛 知 ・製造) サ ントリー(株)(大 阪 ・製 造) (株)平 和堂(滋 賀 ・小売り)

御木本製薬(株H三 重・製造) 大徳食品(株)(奈 良・製造) (株)ル シアン(京都 ・卸売り)

アヤハディオ(株X滋 賀 ・'∫、売 り) きのくに信用金庫(和 歌山・金融) ロート製薬(株)(大 阪 ・製造)

京都みやこ信用金庫(京 都 ・金融) 両備運輸(株)(岡 山 ・運輸) 岡 本(株)(奈 良 ・製造)

武田薬品工業(株)(大阪・製造) マツダ(株X広 島・製造) (学)藤 田学院 ・鳥取短期大学(鳥 取 ・サービス)

(株)高 島屋(大 阪 ・小売 リ) (株)下 関大丸(山 口 ・小売り) (株)松 江 ターミナルデパート(島根 ・小売り)

生協コープこうべ(神 戸 ・製造) (株)愛 媛新聞社(愛 媛・製造) (株)中 国銀行(岡 山・金融)

島根電工(株)(島根 ・建設) (株)博 多大丸(福 岡 ・小売り) (株)中 国放送(広 島 ・サービス)

(株)天 満屋(岡 山 ・小売り) 長崎県労働金庫(長 崎・金融) (株)フ ジマ(山 口・飲食 店)

(株)イ ズミ(広 島 ・小売 り) 熊本信用金庫(熊 本・金融) 松田医薬品(株)(高知・卸売り)
(株)西 京 銀行(山 口・金融) (株)ト キハ(大 分 ・小売り) 東陶機器(株)(福 岡・製造)
三英ホ1はック(株)(香 川 ・製造) (株)南 日本新聞社(鹿 児島・製造) (株)浜屋百貨店(長崎 ・小売り)
(株)フ ジ(愛 媛 ・小売 り) (株)り ゅうせき(沖 縄 ・小売り) 熊本中央信用金庫(熊 本・金融)
土佐ガス(高 知 ・ガス) (株)鹿児島銀行(鹿児島・金融)
(株)岩 田屋(福 岡 ・小売り) 大同火災海上保険(株)(沖 縄・保険)
(株)佐 賀玉屋(佐 賀・小売り)

(株)佐 世保玉屋(長 崎・小売り)
(株)お 菓子の香梅(熊 本・製造)
(株)大 分銀行(大 分・金融)
(株)宮 崎山形屋(宮 崎・小売り)

*図 表1・2は、厚生労働省の発表資料をもとに筆者が作成したものである。

次に、1996年 か ら2000年 にか けて実施 された調査 を もとに、財団法人 ・関西生産性本部 がま とめた 「21

世紀を創 る女性 の会j活 動報 告書があ る30。これ には、 ダイキン工業(株)、 ハイ ア ッ ト・リー ジェンシ

ー ・オー サカ、 武 田薬 品工業(株)、(株)マ イカル、松 下電器産業(株)、(株)大 和銀行 、 ピアス(株)

の7社 が、AA推 進企 業 と して提 示 され 、具体的活 動内容や現状デー タな どが報 告 され てい る。 また、

平成12年 版 の 『働 く女性 の実情』31の なかに 「ポ ジテ ィブ ・アクシ ョン取 り組み 事例」 と して8社 が紹

介 され てい るが 、いずれ の企 業 もそ の実名は記 され ていない32。 この よ うに、現在、 日本企業でAAを 推

進す る企 業 は ごくわず かな うえ、 ここで取 りあげ た企 業の なか にも、す でに活動 を休止 して しま った も

の もい くつか含 まれ てい るこ とが、筆者 が行 ったそ の後の聞き取 り調査 で判明 してい る。

2)ア ファー マテ ィブアク シ ョン推進 企業に おける施策 とその効果

次に、事例研究 として、厚生労働省の 「均等推進企業表彰j企 業のなかから、現在 も比較的AAに 積

極的な企 業4社 を取 り上げ、そこでの活動理念や施策内容、そ して企業として期待する効果について検

証 していく。まず、各企業の活動概要と施策のもつ効果について以下の表にまとめてみた33。(図表3:事

例1～4)

2;21世 紀 を創 る女 性 の 会編(2000)p
,21-62

31厚 生 労働 省 ・雇 用 均 等 ・児童 家 庭 局(2001)pp 。77-95
32この 調査 に 携 わ った 責 任 者 に事 情 を開 い た とこ ろ

、 当初 の 予定 で は企 業 名の公 表 を前 提 と して いた が、 い くっか の企 業 か ら ク レー ム

が出 始 め 、 結 局 は 全 て の 企業 が 匿 名 で の 掲 載 を希 望 す る こ と にな っ て しま った との こ とで あ っ た。
33この 表 は

、 厚 生 労 働 省 の 平成ll年 、12年 、13年 の5月 付 け新 聞 発表 用 資料 をは じめ 、既 存 の 著作や 発 表 資 料 を も とに、 筆 者 の 企業

取 材 を総 合 して 作成 した。た とえ ば 、日本IB、1に っ い ては 、拙 稿(2000){200t-a)(2001-b)、JapanW。men'sCounci1編 集委 員 会 編(2000)、

松 下電 器 に つ い て は 、21世 紀 を創 る女 性 の食 偏(2000)、 マ ツ ダ並 び に イオ ン につ い て は 、谷 口真 美(1998)(2001)な どを 参考 に し

た。
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〈AA推 進企業事例1>

日本アイ ・ピー ・エム(株)

◆ 現状データ(1998年)

従業員数:21108人(男 性18283人 女性2825人)

平均年齢:38.9歳(男 性39.6歳 女性34.2歳)

平均勤続年数:15.1年(男 性15.8年 女性10,8年)

◆ 活動の背景

同社では、「機会均等の実現」とい う米国本社の掲げる経営理念に基 き、早期か ら男女同一

基準での制度づ く りが進 められ、女性の働きやすい職場環境の整備や職域の拡大な ど様々な取

り組みが行われて きた.し か し、93年 に 「機会均等」か ら 「ダイ八㌧シテ1-・jへ新たな企業理念

が提示された ことを受け、改めて社内の女性 活用の実態を調査 した ところ、制度面での完備 と

は裏腹に事実上の男女差 は解消 されていないことが判明 したcそ こで、98年 より女性のさら

なる活用を目指 したAAが 展開 されることとなったc-

◆ 活動 目標`

2003年 を 目処に、以下の2っ の事柄に対する具体的数値 目標が設定された、

① 女性の退職率を男性 と同等 レベルに し、女性の採用比率をあげることで女性の社員比率を増

大させる(現 状 の14%を 少 しでも引き上げるc.最終 目標は 日本の女性の労働力率の40%台)

② 女性の管理職比率 を男性 と同等 レベルにす る(現 状の4.6%を5倍 に引き上げる)

◆ 活動主体

活動母体として社長命 でウィルス㍉カウンシルが設置されたc.リー ダーは3名 の取締役 と理事が務め、

コーディネーータ一役に人事担当者、メインのメンバーには社長か ら任命された女性管理職者19名 が 自

らの職務 と兼務で担当す る形で活動を行っている。

◆ 活動内容

ウィルズ ・加ンシルでは、女性 の能力発揮の阻害要因の発見 と解決策の検討、女性 のビジネス貢献を

目指 した能力 ・リーダー シップの育成計画の提言、 これ らの 目標設定 と結果の確認が主な活動

目標に掲げられ、これを もとに3っ の検討グループが組 まれて活動が行われ ているc.

① ワークライフバランスの検討部会:育 膓巳経験者を中心 とした育児関連制度の運用についての討議

② 女性の定着を高めるための部会:女 性の離職理由・継続就労の阻害要因を探 り対処策を検討、

また、活動推進のための啓発活動 として様 々な規模 ・形式のフォー ラムを開催

③ メンタ リング検 討部会:女 性社員 を対象 としたメンター制度(キ ャリア開発を念頭においた人材

育成制度)の 運用面でのチェックと改善策の提案、

◆ 期待 される効果

① 増加傾向にある女性がオーナーを務 める企業に対 して、取 り引き相 手としての信頼度を高める

② 労働市場の変化に即 し中核人材 としての女性 の重要性が高まってお り、活動推進によって

有能な女性社員を確保 しさらなる能力発揮 と継続就労を促進 させ ることで人材の戦力化を図る

③顧客 としてますます重要 となる女性購買層に対 し良い企業イメージを与え、売 り上げを増大する
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<AA推 進企業事例2>

松下電器産業(株)

◆ 現状デー タ(1999年)

従業員数:82351人(男 性69466人 女性12885人)

平均年齢:40.1歳(男 性41.2歳 女性34.6歳)

平均勤続年数:男 性19.6年 女性13.9年(全 体18.7年)

◆ 活動の背景

松 下では、個人の 自立を前提 として、高い専門能力をもっ個人が 「お客様満足」とい う同社の

価値に共鳴 し、創造性の発揮を通 じて社会 に貢献す るとともに自己実現も果 してい くことを基

本 とした 「新たな人事 システム」を98年 よ り導入 した。 この考えのもと、翌99年 か ら真の

男女共同参画企業を目指すAA(同 社ではポジティブアクション)としてfイコーノレ・バーけ一シップ・アクション・フ'ログ

ラム」(EPAC)が スター トし、様 々な取 り組みが行われている。

◆ 活動 目標

EPACと して 「女性登用推進3ヶ 年計画」が示 され、①女性役付者(主 任クラス以上)を 現状

の2倍 に伸ば し、②その うちの6分 の1以 上を課長職 として登用するとい う全社的な数値目標

が掲げ られた。2001年 か らは社長直轄のプロジェク トチーム 「女性かがやき本部」が始動 し、

機会均等のさらな る推進、仕事のみならず従業員の生活着 としての意識にも注 目した社内の風

土改革、両立支援、セクハ ラな どに対する女性相談や問題が発生した際の リスク管理などが 目

標 とされた.

◆ 活動主体

トップの強い意 向を受 け、「女性かがやき本部」を中心に本社人事部門、各本部 ・分社、事業

部の人事 とが一体 となって、経営幹部 をは じめ組織の隅々にEPAC活 動のもっ意義 ・価値が浸

透するよう具体的施策が行われている、

◆ 活動内容

① 女性社員登用推進3ヶ 年計画(本 社のがイドラィンに沿って各分社・事業部な どが独 自目標策定)

② 女性幹部開発シス品推進計画(3年 以内に部課長職への登用検討 中の者への個別の育成計画)

③EPコ ミッテ仁(主 事 ・主任クラス女性への経営的な視野拡大を狙った分社毎に開かれ るコミッテ仁)

④ ワーク&ライフ赫㌧トプログラム(女 性が能力を発揮 しやすい環境整備を狙いとした活動)

⑤EP研 修(幹 部社員 を対象とした意識 ・風土改革の為の研修)

⑥EP重 点推進月間(毎 年6月 に全社 ・各事業部フX－ラムや懇親会の開催、、啓発ポスターの提示 と

いった各種啓蒙活動を全社的に行 う)'・

◆ 期待 される効果

① 数値 目標は活動2年 の段階で予定通 りク リアされてお り、現場でも女性の活躍する姿が多く

見受 けられるようになってきた。(既 存の効果)

② 女性の活用は同社の経営政策の基本であ り、この活動の推進によって社内によりフェアーな

職場環境が創出 される

③ 重要な顧客である女性の視点を経営のなかに取 り組む ことに より、世の中の呼吸と一致 した
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〈AA推 進企業事例3>

マツダ(株)

◇ 現状デー タ(1999年)

従業員数:24076人(男 性22621人 女性1455人)

平均年齢:42.4歳(男 性43.0歳 女性32.7歳)

平均勤続年数:男 性21.5年 女性11.0年(全 体20.8年)

◆ 活動の背景

マ ツダでは、前進のための最重要課題の一つとして、人材の育成 ・活用をこれまで以上に加

速 させ、活力溢れる企業風土を実現す るための 「人の成功」を取 り上げ、97年 より有能な人

材 の確保 と早期育成、活用、処遇な どを柱 とした 「新人事システム」を導入 した.翌 年にはそ

の一環 として 「女性相談室jが 設置され、性別に関わ らず従業員一人一人が持つ潜在能力を最

大限に活用できるような職場環境を整えるな ど、女性の働きやすい職場づくりを主眼としたAA

(同社ではポジデ ィプアアクション)に 取 り組んでいる、

◆ 活動 目標'

女性技能職の応募の増大、女性応募促進施策 として新入社員の採用主担 当に女性を配置 し、

採用時に男女両方の視点を取 りいれ、応募者評価の多面化を図る。また、事務 ・技能系女性社員

のなかで高い能力 を有す る者には 「特別昇進」を行 うことで昇進の可能性を広 げ、女性の積 極

的な活用を推進する。

◆ 活動主体

トップに より女性活用の重要性が唱 えられ、人材開発部の人権啓発グループを中心に 「女性

相談室」が設営 され、具体的施策の展開にあたっている。

◆ 活動内容

① 工場への高卒女性技能系の採用開始 とその受入態勢 の整備

② 女性の働 きやすい職場環境づくり

③ 事務 ・技能系女性社員の うち高 レベルの活用が必要な人材に対 し 「特別昇進」 を行 う

④ 総合職 ・一般職の区別 を撤廃

⑤ 新入社員採用にあた り女性応募促進施策を計画し、その採用主担 当に初めて女性 を抜擢、企

画 ・実施までのプ ロセスを任せることで、学生への訴求力を高め女性の採用増 を図る

⑥ 「女性相談室」によるセクシャ'いラスルトや差別的処遇等に関する悩み相談の実施

◆ 期待 される効果

② 活躍 の場が広がることによる女性社員のモチベー ションの向上(2001年 時点で、女性管理

職4名 、主任クラス15名 が誕生 し徐々に効果 をあげてきている)

③ 性差などの差別に左右 されない実力主義の人=事政策を敷くことによ り、過去の日本の制度 ・

慣習に捕らわれない世界のベ ンチマークを基準 とした 「世界基準経営]を 人事の側面か ら実

現させる
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<AA推 進企業事例4>

イオ ン(株)(旧 ジャス コ株式会社)

◆ 現状データ(2000年)

従業員数:17755人(男 性11379人 女性6376人)

平均年齢:34.8歳(男 性37歳 女性30.8歳)

平均勤続年数:男 性8.8年 女性6.8年(全 体8.6年)

◆ 活動の背景

小売業において 「お客様の満足」がすべての原点であ り、その実現のためには顧客の大多数

を占める女性の社内での活用が不可欠であるという考えのもと、会社 の人事の基本理念である

「公正の原則」に則 り、性別 ・年齢等の違いによる登用 ・処遇 等の差別 を廃す る努力が続け ら

れて きた、また、女性の支援制度にも早くか ら着手 してきていたのだが、実際には女性 の幹部

社員への登用や能力活用が思 うように進んでいなかった。

◆ 活動 目標

女性が少 ない商品部(商 品開発 ・店舗企画)へ の女性の積極的な配置、及び、女性店長への登

用を数値 目標をもって進めている。

◆ 活動主体

経営 トップの主導のもと、経営上層 部によってAA(同 社ではポジティブアクション)の 活動

理念、具体的数値 目標な ど活動の方向性が示 されている。 これ をもとに、人事部が具体策を展

開 し、人事部長会議の中で女性の幹部候補者を リス トアップし積極的登用を進めている.ま た、

政策発表会の場 を利用 して、 トップ自らが女性活用の重要性を表明 し、全社的な意識の徹底を

図っている.

◆ 活動内容

① 女性店長の登用

② 女性管理職の増大

③ 商品部への女性の積極的登用

④'「 転居停止制度」による仕事と家庭の両立支援策(介 護などの問題を抱 える社員を対象)

◆ 期待 される効果

① 女性社員のモチベーシ ョンアップ と能力発揮(女 性の勤続年数の伸長、女性店長の ロールモ

デルの創 出、管理職比率の増大、女性の働 きやすい職場環境の実現)

② 業績重視主義への移行の布石(会 社への忠誠 ・献身や年功が重視され、男性中心に展開され

てきた従来の昇進構造を改め、性別や年齢 によらない個人の能力 ・知識、生活者 としての視

点 を大切にす る企業姿勢を提示)
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3)ア メ リカに お ける理論上 のAA効 果 と日本企業 の現状 との比較検 討

続いて、前節の4つ の事例を中心として日本企業におけるMに 対する効果の現状と、アメリカでのAA

効果に関する理論 との接点、及び相違点について考察していく。

前章で取 りあげたAAの5つ の効果 に沿って検証すると、まず、1つ 目の 「顧客や従業員のニーズへの

適応」と、2つ 目の 「組織活性化 と競争力の向上」の効果について、H本 企業の間で も同様の認識が強い

ことがわかった。AAの 推進によって、組織内の従来型の論理が崩され、多様性の高ま りとともに新 しい

価値観 ・思考様式が生まれて くることは、複雑化 した市場への対応上、重要な意義を もっものと捉えら

れる。この考え方は、今回の調査で取 りヒげた4社 全てで肯定的に評価 されていた34。こうした効果を裏

付けるべ く、各社が各様に設定 した女性管理職増大計画は着々 と目標水準をクリアしてきてお り、いず

れの企業において もすでにい くつかの具体的効果が顕在化 しつっある。 たとえば、これまで男性の姿ば

か りが 目に付いていた部署に も女性の存在感が増 しその活躍ぶ りが目立つよ うになってきた、一定の女

性のかたま りができたことで新人女性が配属 されても職場内に相談 しやすい雰囲気ができてきた、また、

女性管理職がふえたことで女性社員全体のモチベーシ ョンがア ップ してきた、なんとなく社風が変って

きた、などの意見が聞かれた。消費者の価値観の多様化、女性の購買力の向上 といった外部環境の変化

に対応す るため、企業がAAの 導入を通 して女性の能力活用に本腰 を入れることは今後必要不可欠となる

と思われ る。また、ここで重要なことは、AAが 単に組織への女性パワーの注入を意図するものではなく、

企業がAAの 名のもとに従業員の性別や年齢にとらわれない、個人の能力や実績に基づ く公正な評価シス

テムを提示す ることにより、社員一人一人の潜在能力が引き1{1され組織の活性化が生み出される点に価

値がある。このことは、マツダの 「人の成功」を目指 した 「新人事システム」、松 下電器産業の 「新たな

人事システム」、そ して 日本アイ ・ピー ・エム(以 下は、日本IBSIと す る)の 掲げる 「ダイバーシティー」

の理念に もこめられてお り、この基本方針があってこそ、各企業がAAを 推進するに至ったと考えること

も妥当である。その意味で も、AAに は、人事の公正性の追求と真の人材の戦力化を実現するための…種

の起爆剤 としての効果が期待 されていると解釈することができる。

次に、3番 目の 「リクノレーティング効果」について、AAの 実施はその企業への入社を希望する者の質

と量に影響を 与え、より良い人材獲得に有益であるとの効果が指摘 され る。これについて、 日本IBIIで

は、新入社員のアンケー ト調査などから、就職先企業 に同社を選択 した理由として、AAの 実施の有無を

考慮 したとい う回答を得てお り、一応の施策効果を認めている。ただ、こ うした意見を寄せるのは今の

ところ女性に限られてお り、その意味ではこの効果はアメ リカでの研究報告と同様限定的 といえる。 し

か し、マツダの事例のように、この効果を拡大 して捉 える見方 もある。マツダは、2001年 度か ら 「女性

応募促進施策]と して採用主担 当に初めて女性を抜擢 し、採用の全プ ロセスに男女双方の視点を取 りい

れることで、応募者評価の多面化 と採用活動の革新を図る取 り組みに乗 り出 した。勿論、ここでも活動

31特に
、取 り扱う商品 ・サービスが女性消費者と直結 している松下やイオンでは、社内における女性の視点の導入が急務であるとの意

識が強く持たれていた。
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の主眼は女性応募者の掘 り起こ しにあるのだが、採用時の評価の基準に女性の目が加わることは、結局

は、男性応募者 も含 めた トータルな採用行動に変革を もたらす可能性 を秘めている。従ってこの観点に

たてば、AAに よるリクルーティング効果は、性別に関わりな く採用す る人材全てに波及すると考えるこ

とができるだろう。

4つ 目は 「企業イメージの向上による効果」である。企業のAA導 入に対する真摯な姿勢は、消費者や

取引先企業 に好印象を与え、結果 として売 り上げの増大や良好な企業間関係 をもた らす効果が期待 され

る。 日本IBIIも 、これを施策導入効果の第一に掲げてお り、AAと 企業のイメージア ップとを不可分な関

係 として位置づけていることがわかる。 日本IBI!と 同じく外資系企業であるマツダでも、AAの 導入を一

種の 「世界基準経営」の証の一つとして捉えてお り、社内の均等推進が単に企業内の変革のためにある

のではなく、多分に対外的、それ も日本国内 とい うより他の先進諸国 との関わりの上で意義をもっとの

認識 を示唆 している35。現実に、このことを日本国内だけを対象に見てみれば、確かに、AAが アメリカ

と同程度に企業イメージの向上に寄与す るとは考えに くい。 しか し、経済のグローバル化が進展 し、国

際的競争力を意識せ ざるをえないこれか らの企業状況を考えると、AAの 導入は不可欠であ り、そこから

得るイメージアップ効果は有形無形のメ リッ トを与えるものと思われるのである。

最後の5つ 目の効果について も、上記と同 じく日米で異なる解釈が必要となる。これ は、企業がAA推

進によって表彰を受けた場合、株価の上昇な ど経済的効果が得 られ るとい う 「表彰効果jを 指すが、 目

木の受賞企業数社に筆者が聞き取り調査 を行った結果、経済的な意味でその効果 を実感するには至って

いない とい う返答が大半であった。また、なかには逆効果を指摘す る声 も少 なからず存在 し、厚生労働

省か ら表彰 され社会的注 目を集めたことによ り、マスコミや各種研究機関な どか ら取材が殺到 し、かえ

って 日常業務の遂行に支障をきたす結果 となったとい う話が聞かれた。勿論、マスコミで取 り上げ られ

ることによ り、ある程度企業イ メージは向上す るだろ うが、それ以上に前述のよ うなマイナス要素が大

きいとい う意見であった。む しろ目木企業においては、表彰は、施策運営に直接携わる当事者 に対 して、

メンタル面での支援効果をもた らす ものと捉えられる。 ほとんどの場合、 日本企業ではAA担 当が専任

で置かれ ることはなく、担 当者の多くは忙 しいH常 業務の合間を縫 って手弁当で活動に参加す ることに

なる。従 って、表彰により活動が外部から評価されることは当事者 にとって心のな ぐさめとな り、今後

の活動推進へのやる気や誇 りを与える意味で効果的であるとい う声が数社か ら寄せ られた。 また、表彰

の事実がマス コミで報 じられ、社内的にも新たにAA活 動への認識や理解が高められることも表彰効果の

1つ として指摘 された。

以上、5つ の効果について考察 したが、次に、M推 進と組織内の反応 について、同じく日米比較の視

点から若干の考察を加 えていく。まず、「AAの役割 をよ り重視するのは、その制度 によって昇進など具体

的な利益を受けるであろうグルーー一・プに属す る人々であることが多い36」とい う仮説 について、日本IB11で

はそれに呼応 した状況が見 られる。同社では、98年 より女性管理職増大のための数値 目標を掲げ、各部

35また
、イオンが女性活用策に注 目するようになったのは、80年 頃行われた同業の米国優良企業との経営比較調査の結果、同社創業者

が女性管理職の少なさに危機感をもったのがきっかけであったという。{谷 口(2001})
3e注24を 参照のこと

。
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門で管理職候補の女性を選出 してメンタ リングを行 うなど具体的措置がとられている37。これによって女

性の間に、従来の常識にとらわれずに今後のキャリア展望、昇進の道を考えることができるという認識

が高まり、特に40歳 以下の若手女性の間で仕事に対する意識変化が著 しいとい う38。ウィメンズ ・カウ

ンシルの分析によれば、同 じ女性社員であっても、世代に よって施策か ら受ける恩恵が異なるため、よ

り多 くの恩恵が期待できる若年層にAAへ の支持が高くなる傾向があるとい う指摘がなされている。同社

の場合、その境 目は40代 で、 これ以前の層 と以降 とでは施策 に対する受け止め方が自ず と異なるため、

同委員会では、各年齢層に応 じた木 目細かな施策展開を考案する必要があると考えている。この点から、

制度からの直接的受益者のAAに 対す る反応は、日米に共通 した側面が見出せ る可能性があるといえる。

ただ し他のい くつかの仮説に関 しては、残念なが ら現状の調査段階では十分な考察を加 えることは難

しい。なぜなら本調査では、数社の施策担当者や人事担当者から、AA推 進と社内の反応につvVて 独 自の

意見 ・感想 を窺 うことはできたのだが、肝心の施策 を受け入れ る一般社員に対 して広範な意識調査の実

施は不可能であった:従 って、AAに 対す る組織 内反応については、施策運営側からの一面的な見解をも

とに検討することしかできない。そ して、ここで得られた意見によれば、従業員の性別や階層、価値観

等の条件の違いによって、AAに 対する反応の仕方に相違が見られることはないとい うことであった。そ

の理由として多くの企業から聞かれたのは、AA推 進にあたっては、全社員に対 してあらかじめ トップの

理念表明が成 されてお り、それに基 く広報活動や社員教育 も十分施 されているので、今更社員のなかで

活動 自体を否認する気配は無い とい う意見であった。 これについては、施策担当者の主観であるのでそ

れな りの妥当性はあると思われるが、 日本 と同様 に全社的理念表示があった うえで施策展開されている

アメリカ企業において、従業員の属性により組織内反応に違いが生 じることが指摘 されていることを考

えると、日本企業において も実際的な社員の意識調査を実施 し、その うえでさらなる検討を行 う必要が

あることは言 うまでもない。

4.今 後 の 展 望

以上、理論上AAの 推進によってもたらされる組織的効果 と日本企業における活動の実態 との比較検討

を行った。その結果、アメリカでの理論研究が指 し示す効果 は、H本 企業の現状に照 らしあわせると必

ず しも全て当てはまるわけではないことが解った。そ もそも、1=1本とアメリカとでは女性をとりまく社

会環境 ・通念は大きく異なってお り、それに呼応するかのように、企業内での女性活用に対する意識や

実際の処遇環境など、双方にはかな りの相違点が存在する。こ うした企業風土 ・制度基盤 に見られ る日

米ギャップは、感覚として15年 か ら20年 分にも相当するといっても過言ではない39。そ して、この差が

31図 表3な らびに
、拙稿(2000)(2001-a)(200i-b)、Japan9'onsen'sC・unci1編 集委員会編(2000)を 参照のこと。

ssそ もそも同社は
、35歳 以下の層が全女性の7割 を占めており、40代 以上の女性は絶対数も少ない うえ、そのほとんどはエグゼクテ

ィブラインの昇進経路のない秘書採用である。40代 以上の女性のうちエグゼクティブへの昇進可能性のある職種につくものは限られ

た存在で、その うちの多くは、同施策によって部長クラスへの昇進を果すことができた。 しかし、結果的に男性よりかなり遅れた昇進

となってしまい、この年代を境に同じ女性でもキャリアデベロップメントの考え方に違いが出てしまうことは避けられない。従って、

ウィメンズ ゆウンシルでは、狙 代以前と以降とで施策展開のアプローチを変える必要があると考えているという。
3?「 日米間の差jに ついては

、拙稿(2001-b)を 参照されたい。
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根底にある以上、現在の 日本企業におけるAA効 果を、そのままアメリカで想定されるものと同様に捉え

ることは無理がある。 しか し、重要なことは、今現在は当てはまらなくとも、将来 を見据 えた場合、こ

こで取 り上げ られた効果が現実のものとな りうる可能性は高い。あくまでも、企業は次代に向けた戦略

を策定するにあたって、AAの もた らす効果 を認知し、それを実現す るための施策を設定するなど具体的

行動を起 こしてい く姿勢が求められる。そのためには、いち早くその必要性を認識 し施策設定の前提 と

なる企業理念を全社的に表明す る、然るべき トップの存在が不可欠となる。 このことは、 これまでのア

メ リカにおける研究40や目木の先進企業の事例などからも明らかと言えよう。そ して、女性の積極的活用

を現実の ものとするには、{可にも増 して継続的な努力が必要とされる。現に、 日本に比べ格段に企業内

の女性活用が進んでいるアメリカでさえも、まだまだ女性蔑視はっついている41とい う現実がある。この

よ うに道は険 しくとも、段階を経て徐々に、数多くの女性 リーダーが輩出されることによって、組織内

にジェンダー意識の統合がはかられ、最終的には真に差別か ら解放 された状態に近づくことが期待され

る4:。そ して、こ うした組織の誕生はやがては他の様々な業界の組織にも影響を与え、'ジェンダー統合化

の波はあらゆる組織のもとへ広がっていくと考えられ るのである。

このよ うに、AAは 即座に 目に見える結果を導き出す ものではない。その点、バブル崩壊後長引く不況

に喘 ぐP本 企業に とって、この施策があま り魅力的に見えないのも当然のことといえ6Lし か し、その

なかにあってこそ、企業は真に必要 とされ る競争力を長期的視野で培 ってい く努力を怠ってはならない。

組織内でいまだ十分に活用 されていない女性を新たに戦力化 してい くことは、ま さにここでい う競争力

の源の一一つ として注視 して取 り組むべきことがらであろう。

参 考 文 献

Baron,J.N.,Mittman,B.S.,&Newman,A.E.(1991)',TargetsofopPortunity:Organizationaland

environmentaldeterminanLsofgenderintegrationwithintheCaliforniacivilservice戊1979-1985"

AmericanJournalofSociology,Vo1.96,PP.1362-1401

Carrington,W.」.,McCue,K.,&Pierce,B.,(2000)"Usingestablishmentsizetomeasuretheimpactof

TitleV‖andaffirmativeaction"ThejournalofHumanresources;lfadison;Vol.35,PP.503-523

Catalyst(1990)Catalyst'sStudyofwomenincorporatemanagement,NewYork,lr.Y.,Arecruitment

Practlces

Cox,T.B.&,Blake,S.(1991)　 Managingculturaldiversity:implicationsfororganizational

competitiveness　 Academyofmanagementexecutive,Vol.5,No.3,PP、45-56

Cox,T.H.,Lobe1,S.A.&Mcleod,P.L..(1991)"Effectsofethnicgroupculturaldifferenceson

cooporativeandcompetitivebehavioronagrouptask"AcademyofmanagementJournal,Vol34,

.〕Ticka
myeretal.〈1989}、K〔inrad'&Linnehan(1992),、!forrison(Z992)

41フ オ ー チ ュ ン500に 入 る 企 業 の ト ッ プ の79%の 人 が
、 女 性 が ト ッ プ の 座 を 目指 す に あ た っ て は 組 織 内 に 明 らか な 障 害 が い く つ も 存

在 す る と 認 め て い る と い う。(Catalyst(1990))
42BarQnetal

.(1991)

-155一



.・340巻 第1号'2001'10月'.

pp.'827`847噛 』

Eberhardt,J.L,,&Fiske,S.'T.(1994)',Affirmativ'eactionilltheoryandpractice .・:issuesof

power,ambiguity」=andgenderversusrace."BasicandApPIiedSocialPsychology,Vol.15,

Pp.201-220

1{eilman,M.E.,Bloek,C.M、i&Lucas,J.A.(1992)``Presumedincompetent'?.Stigmatizationand. q
aff'irmativeactioneffoiCts.PJournalof・ApPliedPsychologysVol.77(4),PP,536--5・14

Heilman,M.E.(199.4)　 Affirmativeaction:Someunintendedconsequencesfortheworkingwornan."{l

L、L.Cummings&B.M.Staw(Eds.),ResearchinerganizatienalBehavior,Vol、16,PP.125-t69

Holz{>r,H.J.,&Neumark,D.(1999)',AssessingAffirmativeAction,'NationalBureau'ofEconomic

Research

IIolzar,H.L.&Neuma'rk,D.,(2000),,Whatdoseaffirmativoactiondo?,,Industrial&Laborrelations

review;Ithaca,;Vol.53,No.2,PP.240-271

Hutton,R.B、,D'Antonio,L.&Jounsen,T.(1998),,SociallyRespottsihleInvesting:GrowjngIssues

andNewOpPortuniしies　 BuSinessandSociety,Vol.37,No.3

Jacobson,C.K.(1985)"Resistancetoaffirmativeaction:Self-interestorracisrn?　 Journalof

ConflicしResolution,Vol.29,PP.306-329

Johnson,R.A.(1990)"AffirmativeactionpoIicyintheUnitedStates:Itsimpactonwomen.」'

PoliccyandPolitics,Vol.18,No.2,PP.77-90

KIuegel,J・R・,&Smith,E.R.(1983),'Arfirmativeactionattitudes:Effectsofself-interest
,

racjalaffect,andstratifjcatjonbeliefsonwhites,views ."SocialForces,Vo1.6i,PP.797-824

Kluege1,J・R(1985)"Ir・thereisn'taproblem,youdon'tneedasolution":Thebasesorcontemporary

affirmativeacti・nattitudes.∧mericanBehavi・ralScientist,V・L28,PP.761-784

Kluegel,J・R・&$mith,E.R.(1986)Beliefsaboutinequality.NewYork
,A]dinedeGruyter.

K・ ・r・d・A・M・&Linneha・ ・F・(1992)"Thei・1pl・m・nt・ti・ …d・ffecしive・ess・f・q・al・PP・ ・t・ ・ity

cmployment!,AcademyofManagementBestPapersProceedings
,Vol52,PP.380-384

Kravitz,D.Aっ&Platania,J.(1993)"AttitudesandbeIiGfsaboutaffirmativeact{on:【Dffectsof

targetandofrespondentsexandethnicitゾ'JournalofapPliedpsychology
,Vol.78,No.6,PP.928-938

Little,B・L・,Ilurry,W・D・,&Wimbush,J.C.,(1998)"PerceptionsofworkplacGaffirmativeaction

pl・ …Ap・y・h・1・gica1P・r・pb・tive・G・ 。up&0,gani。at輌 。。,Nlan。g。m。 、tV。1.23;Th。 。,a。dO、k、;

pp.27-47.

Lynn・lt・rtin(1991)"AR・p・rt・ ・th・glassceili・gi面 ・tive"U
.S.D。p。 。t。 。nt。f

Labor,http://www.inform.umd .edu

M・ ・r輌 ・…A・M・(1992)Th・N・wleaders・G・id・li・ ・s'・ ・lead・r・hipdiver、ityinAmerica
,San

'F
rancisc・,C∧..:Jossey-Bass

-156一



一 タ
Newman,J.D.(1989)"Affirm4tiveactionandthecourts',InF・A・Blanchard&F・J・Crosby(Eds・)

Affirmativeactioninperspective,(pp.31-50),NewYork:Springer-Verlag

Parker,C.P.,Baltes,B.B.,&Christiansen,N.D.(1997)"SupPortforAffirrnativeaction,Justice

Perception,andWorkAtti↓udes:AStudyofGenderandRacial-EthnicGroupDifferences"

JournalofApPli{≧dPsychology,Vo1.82,No.3,PP.376-389

Pearse,R.F,ZrebiGc,D.A.,(1997)"Diversitymanagementinthetotalqualityorganization,,

Compensation&BeneεitsMallagement;Greenvale;Vo1.正3Springl997,PP.43-49

Shenhav,Y.(1992)"EntranceofblacksandwomenintomaPagerialpositionsinscientificand

engineeringoccupations.AlongituClinalanalysis.　 ,Academyofmanagementjournal,Vol.24,

PP.859-865

Schwartz,F.,(1989)　 Managingwomenandthenewfactsoflife"HarvardBusinessReview,Vol.67,

No.1,pp.65-76

Scotし,K..D.,&Litt玉e,B,,L.(1991)"Affirmativeaction:Newinterpretationsandrcalities　 Human

ResourcePlannning,Vo1.14,No、3,PP.177T182

Simms,M.C.(Eds.)(1995)飽oηoη ∫6pei'speetiueSo血affil'm∂tiueaction..Washington,D.C.:

JointcenterforPo|iticalandeconomicstudies

Smith,E.R.,&Kluegel,J.R.(lg84)"BeliefsandattitudesabouしwomeげsoPPortunity:Comparisons

withbeliefsaboutblack台andageneralperspective."SocialPsychologyQuarterly,Vol,47,PP,81-94

Thomas,R.R.(i990),♪FromaffirmativeactiontoaffirmativedivGrsity"HarvardBusiness

Review,March/Apri董,pp.107-177

↑ickamyer,A.,Scollary,S.,Bokemeier,J.,&Wood,T.(1989)Administrators'perceptjonsof

affirmativeactiollinhighoreducation.INF.A..Blanchard&F.」.Crosby(Eds.),Affirmativeaction

inperspective(PP.125-138).,NewYork:Springer-Verlag

Tougas,F.B.,Beaton,A.lf.,&Veilleux,F.(1991)　 WhywomenapProveofaffirmativeact三 〇n:Thestudy

ofapredicしivemodeL"InteτnationalJQuvna
.lofpsychology,Vo1・26,PP・761-776

Tougas,F.B.,&Beaton,A、11.,(1993)"Affirmativeactionintheworkplace:ForbetterorForworse."

ApPliedpsycho▲ogy:AniilternationalReview,Vol.42,PP.253-264

Triandis,ILC.,Kurowski,L.L.,Tecktie1,A.,&Chan,D.K.S,(1993),'Extractingthe、emicsof

diversity.　 lnternationalJeurnalofInterculturalRelat量ol}s,Vol.17,PP.217-234

Veilleux,F・&Tougas,F・(1989)"Maleacceptanceofaff輌rmativeacti()
.nprogramsforwomen:The

resultsofaltruisticoregoisticalmotives?"Internat{onalJournalofPsychology,Vo1.24,

pp,485-496

Wright,P.,Ferris,S.P.,Hil豆er,J・S・,&Kroll,N・f・(1995)`℃ornpetitivenGssthroughmanagernent・

ofdiversity:Effectsonstockpricevaluation."Aca(iemyofManagementJourna1,Vo1.38,lro.1,・

一一157一



第40巻 第1号2001年10月

Pp.272-287

JapanWomen'sCounci1編 集委員会編(2000)f日 本アイ ・ピー ・エ ム ウィメンズ ・カ ウンシル

(1998-2000)ユ

厚生労働 省 ・雇 用均等 ・児童家庭 局(2001)『 平成12年 版 ・働 く女性の実情』

牧 田徹雄(2000)「 勤 め人におけ る 「仕事 ・職 場意識」の変化 」 β本労働研 究雑誌

479・;ltt、14-L9頁

谷 口真美(tg98)「 外 国人社長下の人事改 革一 マ ツダ社の事例」『広島経済大学経済研 究論集』

第21巻 第2号 、51Pt-一 合73頁

谷 口真美(2001)「 女性 に とってのH本 型経営一経 営システムの進化 と女性 管理者登用 」佐野陽子 ・嶋根

政 充 ・志野澄人編 『ジ ェンダー ・マネ ジメ ン ト』 東洋経 済新 報社、53頁 一91頁

牛尾奈緒美(2000)「 企 業の女性活 用を促 進す るアフ ァーマテ ィブアクシ ョン導入 に関す る…考察:先 進

事例の検 討を中心 と して」『明治大学短期大学創 立70周 年記念論文集』、473頁 一500頁

牛尾奈緒 美(2001-a)「n本 型雇用 システムの変革を導 き出す一一 アファーマテ ィブ ・アクシ ョン とダイ

バー シテ ィー ・マネ ジ メン ト」佐野陽子 ・嶋根政 充 ・志 野澄人編 『ジェンダー ・マネジメン ト』東洋経

済新報 社、93頁 一114頁

牛尾奈緒美(2001-b)f女 性の積極的活用 に向けたアメ リカ型ア ファーマテ ィブア クシ ョンの 日本への導

入 をめ ぐって」明治大 学社会科学研 究所デ ィスカ ッシ ョンペーパー、J-2001-2)

lll川隆一一(1996)「 ア メ リカ」奥川明良 ・浅倉 むつ子 ・山川隆一ー一編 『諸外国の アファーマテ ィブ ・アク シ

ョン法制』東京女性 財団

21世 紀 を創 る女性 の会編(2000)「 日本的ポ ジテ ィブ ・ア クションの方 向」(財)関 西生産性本 部

(う しお なおみ)

一158一


